
 

人身事故の件数、死者数及び負傷者

数はいずれも減少し、特に、死者数は

統計を開始した昭和 28年以降、２年

連続で最少を更新しました。 

しかしながら、高齢者と子供の事故

が全体の４割を占めるほか、死者の６

割を高齢者が占め、子供の事故が増加

するなど、厳しい情勢にあります。 

県警察では、引き続き、高齢者と子供

に重点を置き、令和７年末までに死者数

を 80 人以下、件数を 15,000 件以下

とする目標を見据えた総合的な対策を

推進してまいります。 

刑法犯認知件数は、全国では前年比で

増加した中、静岡県においては平成 14

年をピーク（63,008件）に、平成 15

年以降 20 年連続で減少しました。 

しかしながら、刑法犯認知件数の減少

率の鈍化は顕著であり、巧妙に手口を変

化させる特殊詐欺への対策、重要犯罪発

生時の早期検挙や事案の徹底解明及び

暴力団対策などの課題もあることから、

今後も、治安の向上に向けた取組を推進

してまいります。 

静岡県警察 運営指針・重点目標 

 

  

 

 

 

県民の期待と信頼に応える警察～正・強・仁～ 

 

 

 

１４，２６９件（前年比 －１７１件、－１.２%） 目標 12,000 件以下／令和７年末 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生活安全部】 
人の生命・身体の安全を脅かす事案への迅速・的確な対応と特殊詐欺被害防止対策の強化・推進 

・人身安全関連事案          認知件数・・・ 
                   検挙件数・・・ 
・特殊詐欺被害発生状況        被害件数・・・ 

被害金額・・・ 

2,661 件 (－165 件) 
984 件 (－ 36件) 
417 件 (＋ 43件)【暫定値】 

9 億 429万円(＋1億 3,277 万円)【暫定値】 

ストーカーや配偶者暴力、児童虐待などの人身の安全を脅かす犯罪は、事態が急変して殺人等の凶悪犯罪に発展
するおそれがあることから、加害者の検挙や行政措置を積極的に行うとともに、法に基づく援助や関係機関と連携
した避難措置等を行うことにより、被害者の安全確保を最優先とした対応を推進しました。 
また、特殊詐欺は被害件数、被害金額共に増加しておりますので、65 歳以上の女性を対象に個別指導を行う

「さくら
・ ・ ・

セーフティ作戦」や自治会の協力の下指定した「特殊詐欺被害防止推進地区」における被害防止指導等、
被害の対象となる年齢層への被害防止対策を推進しました。 

【地域部】 地域住民の身近な不安を解消する街頭活動の推進 

・身近な犯罪（１０罪種）の認知件数 6,470 件(＋135件)【暫定値】 

身近な犯罪（１０罪種）の認知件数が増加しておりますので、発生状況に応じた街頭活動を強化するとともに、
依然として後を絶たない特殊詐欺の未然防止を図るため、高齢者に対する防犯指導や広報誌によるタイムリーな情
報発信を推進し、県民の皆様の身近な不安の解消に努めました。 
なお、事件事故の発生状況や住民の要望など、管内の実態把握に基づく取組を推進した結果、地域で発生した問

題の解決やパトロール活動などについて感謝の声を頂いております。 

【交通部】 高齢者と子供の交通事故防止対策の推進 

高齢者・・・ 
子 供・・・ 

件数 6,696件(－183件) 死者 52人(＋6人) 
件数 1,321件(＋ 66 件) 死者 0 人(±0人) 

交通事故分析を踏まえたＰＤＣＡサイクルに基づく指導取締りをはじめ、歩行者や自転車利用者の交通安全意識
の向上に資する広報啓発や、サポートカーの普及促進に向けた取組を推進しました。 
また、交通実態に応じて交通規制を見直しつつ、交通安全施設等を効果的に整備するほか、高齢運転者等の特性

に応じたきめ細かな運転免許手続を行うなど、総合的な対策を推進しました。 

【刑事部】 凶悪な犯罪や暴力団などによる組織的な犯罪の徹底検挙 

・重要犯罪（殺人､強盗､放火､強制性交等､略取誘拐･人身売買､強制わいせつ）検挙率 
・暴力団構成員検挙人数 

85.7％(－7.3ポイント) 

66人(＋ ４人) 

重要犯罪等の事件発生時には、大量の捜査員を動員して迅速な初動捜査活動を行い、客観証拠の収集や犯人の早
期検挙に努めました。 
また、暴力団・準暴力団等の犯罪組織の壊滅・弱体化のため、各種法令を適用し、組織や資金源獲得活動に打撃を

与えることに的を絞った取締りを推進しました。 

【警備部】 テロ、大規模災害などの緊急事態対策の推進 

・テロ対策合同訓練実施回数（全警察署毎年１回） 28／28 警察署(＋15 警察署) 延べ 54回(＋28回) 

官民連携の枠組みを基盤として、G７広島サミット等の大規模警備に向け、大型商業施設、公共交通機関等の管
理者と連携した合同訓練等をはじめ、重要インフラ事業者等と最新のサイバー攻撃に関する情報を共有するなど、
各種テロ対策を推進しました。 
また、各警察署単位の災害対処能力を向上させるため、署災害警備訓練指導員を指定（新施策）して実戦的な訓

練を実施したほか、緊急事態における初動対応に万全を期すため、県等防災関係機関と連携した訓練（４回：前年
比＋２回）等を実施しました。 

【総・警務部】 警察力を最大限に発揮するための警察運営に向けた取組の推進 

・男性職員の配偶者出産、育児参加休暇取得率 97.1％(＋8.6 ポイント) 

デジタル技術を活用した捜査を推進するための体制の強化や、大規模災害・多発する特殊詐欺への対策の強化な
どのほか、年次有給休暇の取得促進などによる働き方改革の推進や男女を問わず職員が仕事と家庭とを両立できる
環境の整備に努めました。 
また、老朽化が著しい大仁警察署、交通管制センター及び交番・駐在所の建替えを計画的に推進しました。 

１８，６７８件（前年比 －７０４件、－３.６%） 

８３人（前年比 －  ６人、－６.７%） 

目標 15,000 件以下／令和７年末 

目標    80 人以下／令和７年末 

刑法犯認知件数（令和４年） 

交通人身事故件数・交通事故死者数（令和４年） 
 

※（）内は前年比 

・交通事故発生状況 


